
様式第２号（第４条関係）

（表）

介護保険福祉用具購入費受領委任払に係る誓約書

年　　月　　日　

東近江市長　様

（申請者）事業所番号
所在地
事業者名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　㊞

　　

　東近江市介護保険福祉用具購入費の受領委任払に関する要綱（以下「要綱」という。）第４条第１項の規定に基づき事業者の登録の届出を行うにあたり、下記の各事項を遵守することを誓約します。

記

（法令遵守）

１　介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第８条第１３項に規定する特定福祉用具及び法第８条の２第１１項に規定する特定介護予防福祉用具（以下「福祉用具」という。）の提供に関しては、関係法令、通達、市の要綱等を遵守すること。
（他法人との連携）

２　福祉用具販売を実施するにあたり、市、居宅介護支援事業者その他福祉サービスを提供する者との連携に努めること。

（受領委任払への同意）

３　要綱に定める被保険者から受領委任払の利用を求められた場合には、その都度、その者の提示する介護保険被保険者証によって東近江市の被保険者であること、要介護認定又は要支援認定を受けていること、及び「給付制限」の欄に支払方法変更の措置等の記載がないことを確認した上で、介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費事前申請書兼受領委任払同意書への記名・押印により同意を表明すること。

（裏）
（見積書等の発行）

４　前項において受領委任払の利用に同意した場合、福祉用具の購入に係る見積書を作成し、被保険者に発行すること。

（見積書の内容変更）

５　当該福祉用具販売に関する見積書の記載内容に変更が生じた場合には、販売に至る前に速やかにその変更の内容を被保険者、被保険者と契約を結んでいる居宅介護（介護予防）支援事業者及び市に連絡すること。また、変更前の見積書の内容に基づいて市長が被保険者に交付した事前通知書については無効になることを被保険者に説明し、変更後の内容に基づく見積書を被保険者に発行するとともに、被保険者から市長に変更後の見積書及び申請書一式の提出を改めて行うよう説明すること。

（事業の実施）
６　見積書に記載した福祉用具の提供については、被保険者から、事前通知書を市長から受領した旨の連絡を受けた後に行うこと。
（自己負担額の受領）

７　登録事業者が被保険者に請求する福祉用具の購入費は、事前通知書に記載されている申請者自己負担額のとおりとし、これを減免し、又は超過して費用を徴収しないこと。また、被保険者から支払を受けたときは、自己負担額分の領収証を被保険者に発行すること。
（登録内容の変更等）

８　介護保険福祉用具購入費受領委任払取扱事業者登録申請書で申請した内容に変更が生じた場合、受領委任払取扱事業者登録を廃止し、休止し、又は再開することを希望する場合及び登録事業所が福祉用具販売事業を廃止する場合は、速やかにその旨を市長に届け出ること。　　　　

　

　　　　　　　　以上

